
4267

N
A
O
税
理
士
法
人

編 集 発 行 人
代 表 社 員
髙 井 直 樹
〒500-8335
岐阜市三歳町4−2−10
TEL	 058（253）5411㈹
FAX	 058（253）6957

NAO
Letter

ワンポイント

6 2020（令和2年）

国民負担率

アジサイ

日

土

月
火
水
木
金

7

13

8
9
10
11
12

21

27

22
23
24
25
26

・
・

日

土

月
火
水
木
金

・

6

1
2
3
4
5

14

20

15
16
17
18
19

28

・

29
30

・
・
・

・
・
・
・
・

6月の税務と労務6月 （水無月）JUNE

国　税／5月分源泉所得税の納付 
 6月10日
国　税／所得税の予定納税額の通知 
 6月15日
国　税／ 4月決算法人の確定申告（法

人税・消費税等） 6月30日
国　税／10月決算法人の中間申告 
 6月30日
国　税／ 7月、10月、1月決算法人の消

費税等の中間申告（年3回の
場合） 6月30日

地方税／ 個人の道府県民税及び市町
村民税の納付（第1期分） 
 市町村の条例で定める日

労　務／ 健康保険・厚生年金保険被
保険者賞与支払届 
 支払後5日以内

労　務／ 児童手当現況届（市町村役
場に提出） 　6月30日

　租税負担及び社会保障負担を合わせた公的負担の国民所得に対
する比率。財務省によると、2020年度は44.6％と過去最高の見通
しです。なお、OECD加盟国と2017年実績で比べると、日本（43.3％）
は比較可能な35 ヵ国のうち下から9番目で、最高はルクセンブル
グの93.7％、最低はメキシコの21.1％です。
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働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の

関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
が

成
立
し
、
改
正
さ
れ
た
労
働
時
間
等

設
定
改
善
法
お
よ
び
労
働
時
間
等
見

直
し
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
労
働
時
間
等

設
定
改
善
指
針
）
が
昨
年
四
月
一
日

か
ら
適
用
さ
れ
て
い
ま
す
。

注　
「
労
働
時
間
等
見
直
し
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
（
労
働
時
間
等
設
定
改
善

指
針
）」
は
、
労
働
時
間
等
設
定

改
善
法
に
基
づ
く
指
針
で
、
事
業

主
等
が
労
働
時
間
等
の
設
定
の
改

善
に
つ
い
て
、
適
切
に
対
処
す
る

た
め
の
必
要
事
項
を
定
め
た
も
の

　

こ
の
改
正
に
よ
り
、
事
業
主
が
時

間
外
労
働
・
休
日
労
働
の
削
減
に
取

り
組
む
こ
と
や
、
計
画
的
な
年
次
有

給
休
暇
の
取
得
促
進
に
取
り
組
む
こ

と
等
の
ほ
か
、
他
の
事
業
主
と
の
取

引
に
お
い
て
、
長
時
間
労
働
に
つ
な

が
る
短
納
期
発
注
や
発
注
内
容
の
頻

繁
な
変
更
を
行
わ
な
い
よ
う
配
慮
す

る
こ
と
な
ど
が
定
め
ら
れ
ま
し
た
。

　

今
回
は
、「
長
時
間
労
働
に
つ
な

が
る
取
引
慣
行
の
見
直
し
」
に
つ
い

て
説
明
し
ま
す
。

一
　
改
正
概
要

㈠　

労
働
時
間
等
設
定
改
善
法
の
改

正

　

事
業
主
の
責
務
と
し
て
、
次
の
こ

と
が
定
め
ら
れ
ま
し
た
（
傍
線
は
改

正
に
よ
り
加
わ
っ
た
箇
所
で
す
。
㈡

に
お
い
て
も
同
様
）。

　
「
事
業
主
は
、
他
の
事
業
主
と
の

取
引
を
行
う
場
合
に
お
い
て
、
著
し

く
短
い
期
限
の
設
定
及
び
発
注
の
内

容
の
頻
繁
な
変
更
を
行
わ
な
い
こ

と
、
当
該
他
の
事
業
主
の
講
ず
る
労

働
時
間
等
の
設
定
の
改
善
に
関
す
る

措
置
の
円
滑
な
実
施
を
阻
害
す
る
こ

と
と
な
る
取
引
条
件
を
付
け
な
い
こ

と
等
取
引
上
必
要
な
配
慮
を
す
る
よ

う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。」

㈡　

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン（
指
針
）の
改
正

　

改
正
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
指
針
）
で

は
、
取
引
慣
行
の
見
直
し
に
関
し
、

次
の
よ
う
に
定
め
ら
れ
ま
し
た
。

「
個
々
の
事
業
主
が
労
働
時
間
等

の
設
定
の
改
善
に
関
す
る
措
置
を
講

じ
て
も
、
親
企
業
か
ら
の
発
注
等
取

引
上
の
都
合
に
よ
り
、
そ
の
措
置
の

円
滑
な
実
施
が
阻
害
さ
れ
る
こ
と
と

な
り
か
ね
な
い
。
特
に
中
小
企
業
等

に
お
い
て
時
間
外
・
休
日
労
働
の
削

減
に
取
り
組
む
に
当
た
っ
て
は
、

個
々
の
事
業
主
の
努
力
だ
け
で
は
限

界
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
長
時
間
労
働

に
つ
な
が
る
取
引
慣
行
の
見
直
し
が

必
要
で
あ
る
。
こ
の
た
め
、
事
業
主

は
、
他
の
事
業
主
と
の
取
引
を
行
う

に
当
た
っ
て
は
、
例
え
ば
、
次
の
よ

う
な
事
項
に
つ
い
て
配
慮
を
す
る
こ

と
。

イ　

週
末
発
注
・
週
初
納
入
、
終
業

後
発
注
・
翌
朝
納
入
等
の
短
納
期

発
注
を
抑
制
し
、
納
期
の
適
正
化

を
図
る
こ
と
。

ロ　

発
注
内
容
の
頻
繁
な
変
更
を
抑

制
す
る
こ
と
。

ハ　

発
注
の
平
準
化
、
発
注
内
容
の

明
確
化
そ
の
他
の
発
注
方
法
の
改

善
を
図
る
こ
と
。」

　

こ
の
よ
う
に
、
中
小
企
業
等
に
お

い
て
は
個
々
の
事
業
主
の
努
力
だ
け

で
は
時
間
外
労
働
や
休
日
労
働
の
削

減
に
限
界
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
取
引

先
に
対
し
て
も
取
引
慣
行
見
直
し
の

配
慮
を
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
よ

う
に
な
り
ま
し
た
。

二
　
親
事
業
者
と
下
請
事
業
者
の
取
引

　

経
済
産
業
省
・
中
小
企
業
庁
が
所

管
す
る
「
下
請
中
小
企
業
振
興
法
」

に
基
づ
く
「
振
興
基
準
」
に
は
、
親

事
業
者
と
下
請
事
業
者
の
望
ま
し
い

取
引
関
係
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

㈠　

働
き
方
改
革
へ
の
取
組

　

振
興
基
準
で
は
、
次
の
こ
と
が
定

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

①　

や
む
を
得
ず
短
納
期
発
注
や
急

な
仕
様
変
更
な
ど
を
行
う
場
合
に

は
、
残
業
代
等
の
適
正
な
コ
ス
ト

は
親
事
業
者
が
負
担
す
る
こ
と
。

②　

親
事
業
者
は
、
下
請
事
業
者
の

「
働
き
方
改
革
」
を
阻
害
す
る
不

利
益
と
な
る
よ
う
な
取
引
や
要
請

は
行
わ
な
い
こ
と
。

　

例
え
ば
、

・
無
理
な
短
納
期
発
注
へ
の
納
期
遅

れ
が
理
由
の
受
領
拒
否
や
減
額

・
親
事
業
者
自
ら
の
人
手
不
足
や
長

時
間
労
働
削
減
に
よ
る
検
収
体
制

不
備
に
起
因
し
た
受
領
拒
否
や
支

払
遅
延

・
過
度
に
短
納
期
と
な
る
時
間
指
定

配
送
、
過
剰
な
賞
味
期
限
対
応
や

欠
品
対
応
に
起
因
す
る
短
い
リ
ー

ド
タ
イ
ム
、
適
正
な
コ
ス
ト
負
担

を
伴
わ
な
い
多
頻
度
小
口
配
送

長
時
間
労
働
に
つ
な
が
る

取
引
慣
行
の
見
直
し
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・
納
期
や
工
期
の
過
度
な
年
度
末
集

中
㈡　

明
確
な
発
注
内
容

　

発
注
内
容
を
明
確
に
す
る
た
め
、

次
の
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

①　

親
事
業
者
は
、
継
続
的
な
取
引

を
行
う
下
請
事
業
者
に
対
し
て
、

安
定
的
な
生
産
が
行
え
る
よ
う
長

期
発
注
計
画
を
提
示
し
、
発
注
の

安
定
化
に
努
め
る
こ
と
。

②　

発
注
内
容
を
変
更
す
る
と
き

は
、
不
当
な
や
り
直
し
が
生
じ
な

い
よ
う
十
分
に
配
慮
す
る
こ
と
。

㈢　

労
務
費
上
昇
に
つ
い
て
の
協
議

　

親
事
業
者
は
、
取
引
対
価
の
見
直

し
要
請
が
あ
っ
た
場
合
に
は
、
協
議

に
応
じ
る
も
の
と
さ
れ
、
特
に
人
手

不
足
や
最
低
賃
金
の
引
き
上
げ
な
ど

に
よ
る
労
務
費
の
上
昇
に
つ
い
て

は
、
そ
の
影
響
を
反
映
す
る
よ
う
十

分
に
協
議
し
た
上
で
取
引
対
価
を
決

定
す
る
も
の
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

三
　
し
わ
寄
せ
防
止
総
合
対
策

㈠　

概
要

　

厚
生
労
働
省
・
中
小
企
業
庁
・
公

正
取
引
委
員
会
に
お
い
て
は
、
今
年

四
月
か
ら
の
中
小
企
業
へ
の
時
間
外

労
働
の
上
限
規
制
の
適
用
に
あ
わ

せ
、緊
密
な
連
携
を
図
り
な
が
ら『
大

企
業
・
親
事
業
者
の
働
き
方
改
革
に

伴
う
下
請
等
中
小
事
業
者
へ
の
「
し

わ
寄
せ
」
防
止
の
た
め
の
総
合
対

策
』（
し
わ
寄
せ
防
止
総
合
対
策
）

が
講
じ
ら
れ
、
次
の
四
つ
を
柱
と
し

た
取
組
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

①　

関
係
法
令
等
の
周
知
広
報

　
　

労
働
局
・
労
働
基
準
監
督
署

が
、
あ
ら
ゆ
る
機
会
を
通
じ
て
、

労
働
時
間
等
設
定
改
善
法
に
加

え
、
下
請
中
小
企
業
振
興
法
に
基

づ
く
「
振
興
基
準
」
等
に
つ
い
て

も
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
等
を
活
用
し
た

周
知
な
ど
を
行
う
。

②　

労
働
局
・
労
基
署
等
の
窓
口
等

に
お
け
る
「
し
わ
寄
せ
」
情
報
の

提
供

　
　

下
請
等
中
小
事
業
者
か
ら
、
大

企
業
・
親
事
業
者
の
働
き
方
改
革

に
よ
る
「
し
わ
寄
せ
」
に
関
す
る

相
談
が
寄
せ
ら
れ
た
場
合
は
、
そ

の
情
報
を
地
方
経
済
産
業
局
に
提

供
す
る
。

③　

労
働
局
・
労
基
署
に
よ
る
「
し

わ
寄
せ
」
防
止
に
向
け
た
要
請
・

通
報

・
労
働
局
か
ら
管
内
の
大
企
業
等
に

対
し
、「
し
わ
寄
せ
」
防
止
に
向

け
た
要
請
等
を
実
施
す
る
。

・
下
請
事
業
者
に
対
す
る
監
督
指
導

に
お
い
て
、
労
働
基
準
関
係
法
令

違
反
が
認
め
ら
れ
、
背
景
に
親
事

業
者
に
よ
る
下
請
法
等
違
反
行
為

の
存
在
が
疑
わ
れ
る
場
合
に
は
、

公
取
委
・
中
企
庁
に
通
報
す
る
。

④　

公
取
委
・
中
企
庁
に
よ
る
指
導

及
び
不
当
な
行
為
事
例
の
周
知
・

広
報

・
大
企
業
の
働
き
方
改
革
に
伴
う
下

請
等
中
小
事
業
者
へ
の
コ
ス
ト
負

担
を
伴
わ
な
い
短
納
期
発
注
等
の

下
請
法
等
違
反
の
「
し
わ
寄
せ
」

に
つ
い
て
は
、
公
取
委
・
中
企
庁

が
下
請
法
等
に
基
づ
き
、
厳
正
に

対
応
す
る
。

・
実
際
の
指
導
事
例
や
不
当
な
行
為

の
事
例
（
べ
か
ら
ず
集
）
の
周
知
・

広
報
を
徹
底
す
る
。

㈡　

不
当
な
行
為
事
例

　

前
記
㈠
④
の
「
不
当
な
行
為
事

例
」
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て
い
る
も
の

を
紹
介
し
ま
す
。

◇
買
い
た
た
き

事
例
①　

短
納
期
発
注
を
行
い
、
受

注
者
は
休
日
対
応
す
る
こ
と
を
余

儀
な
く
さ
れ
、
人
件
費
等
の
コ
ス

ト
が
大
幅
に
増
加
し
た
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
通
常
の
単
価
と
同
一
の

単
価
を
一
方
的
に
定
め
た
。

◇
減
額

事
例
②　

短
納
期
発
注
に
対
す
る

「
特
急
料
金
」
を
支
払
わ
ず
、
通

常
代
金
し
か
支
払
わ
な
い
。

◇
不
当
な
給
付
内
容
の
変
更
・
や
り

直
し

事
例
③　

配
送
業
者
の
ト
ラ
ッ
ク
を

数
台
待
機
さ
せ
る
こ
と
を
契
約
で

定
め
て
い
た
が
、
当
日
に
な
っ
て

一
方
的
に
キ
ャ
ン
セ
ル
し
、
そ
の

分
の
対
価
を
支
払
わ
な
い
。

◇
受
領
拒
否

事
例
④　

発
注
後
、
一
方
的
に
納
期

を
短
く
変
更
し
、
受
注
者
側
は
長

時
間
勤
務
で
対
応
し
た
が
納
期
に

納
入
が
間
に
合
わ
ず
、
納
入
遅
れ

を
理
由
に
受
領
を
拒
否
し
た
。

◇
不
当
な
経
済
上
の
利
益
提
供
要
請

事
例
⑤　

商
品
の
発
注
に
関
す
る
デ

ー
タ
の
自
社
シ
ス
テ
ム
へ
の
入
力

業
務
を
発
注
者
自
ら
行
う
べ
き
で

あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
受
注
者

に
対
し
て
無
償
で
行
わ
せ
た
。

　

こ
れ
ら
は
「
働
き
方
改
革
」
を
阻

害
す
る
不
当
な
行
為
と
さ
れ
、「
下

請
法
や
独
占
禁
止
法
で
定
め
る
禁
止

行
為
に
該
当
す
る
可
能
性
が
あ
る
」

と
し
て
注
意
喚
起
が
さ
れ
て
い
ま

す
。
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　労働災害による休業4日以上の死傷者数
のうち、60歳以上の労働者の占める割合
が増加傾向にあることや労働災害件数が男
女ともに若年層に比べ高年層で相対的に高
いことから、厚生労働省において「高年齢
労働者の安全と健康確保のためのガイドラ
イン（エイジフレンドリーガイドライン）」
が定められました（令和2年3月）。
　これは、高年齢労働者が安心・安全に働
ける職場環境づくりや労働災害の予防的観
点から、高年齢労働者の健康づくりを推進
するために、高年齢労働者を使用する又は
使用しようとする事業者と労働者に取組が
求められる事項を具体的に示したものです。
１　事業者に求められる取組
　高年齢労働者の就労状況や業務の内容等
の実情に応じて、国や関係団体等による支
援も活用して、実施可能な労働災害防止対

策に積極的に取り組むよう努めることとさ
れました。
　取組内容としては、安全衛生管理体制の
確立等・職場環境の改善・高年齢労働者の
健康や体力の状況の把握及びその状況に応
じた対応・安全衛生教育が掲げられていま
す。
２　労働者に求められる取組
　事業者が実施する労働災害防止対策の取
組に協力するとともに、自己の健康を守る
ための努力の重要性を理解し、自らの健康
づくりに積極的に取り組むよう努めること
とされました。
　取組内容として、次のものが掲げられて
います。
・自らの身体機能や健康状況を客観的に把
握し、健康や体力の維持管理に努める。
・日頃から運動を取り入れ、食習慣の改善
等により体力の維持と生活習慣の改善に
取り組む。
　ガイドラインの内容は、厚生労働省ホー
ムページに公開されています。

高年齢労働者の安全と 
健康確保のためのガイドライン

　令和元年に発生した台風第19号で甚大
な被害を受けた場合は、今年3月31日ま
での診療において、医療機関窓口での一部
負担金等の支払いの免除が行われていまし
たが、今年9月30日まで延長されました。
　免除対象となるのは、次の2つの要件を
満たす場合です。
１　令和元年10月12日に令和元年台風
第19号に係る災害救助法の適用市町村
に住所を有していた被保険者・被扶養者
２　令和元年台風第19号を原因として、
住家の全半壊、全半焼、床上浸水又はこ
れに準ずる被災をした方・主たる生計維
持者の業務廃止や休止、失職など一定の
事項に該当する旨を医療機関の窓口で申
し立てを行った方
　なお、今年4月1日以降に医療機関窓口
で一部負担金の免除を受けるためには所定
の申請書を協会けんぽに提出し、交付を受
けた免除証明書の提示が必要です。

医療機関窓口における一部負
担金の免除（協会けんぽ）
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